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市町地域防災計画の修正 

 災害対策基本法第 42 条第５項に基づき、県に地域防災計画の修正報告があった市町は

下表のとおりである。 

修正事項 

令和元年度静岡県地域防災計画の 

修正 
その他 

市町名 ①県が策

定した防

災に関す

る計画等 

② 国の 防

災 基本 計

画 や法 改

正等 

③南海ト

ラフ地震

臨時情報

への対応 

④ 市 町

独 自 の

状況 

⑤表現

の見直

し等 

市町防災会議 

開催日 

静岡市 ○ 〇 ○ 〇 〇 令和２年１月 28 日 

浜松市 ○ ○ ○ ○ ○ 令和元年 12 月 18 日 

沼津市 ○ ○ ○ ○ ○ 令和２年３月(書面) 

熱海市 〇 〇 ○ 〇 〇 令和２年３月(書面開催) 

富士宮市 ○ ○ ○  ○ 令和２年３月(書面開催) 

伊東市 ○ ○ ○ ○ ○ 令和２年３月(書面開催) 

島田市 ○ ○ ○  ○ 令和２年２月 10 日 

富士市 〇 〇  〇 〇 令和２年２月６日 

磐田市 〇 〇 ○  〇 令和２年３月(書面開催) 

焼津市 ○ ○ ○  ○ 令和２年３月 17日 

掛川市 ○ ○   ○ 令和２年４月(書面開催) 

藤枝市 〇 〇 ○  〇 令和２年２月６日 

御殿場市 〇 〇 ○ 〇 〇 令和２年２月 17 日 

袋井市 〇 〇 ○  〇 令和２年２月 21 日 

下田市 ○ ○ ○ ○ ○ 令和２年３月(書面開催) 

裾野市 〇 〇 ○ ○ 〇 令和２年２月４日 

湖西市 〇 〇 ○  〇 令和２年３月(書面開催) 

伊豆市 〇 〇 ○ 〇 〇 令和２年２月 13 日  
御前崎市 〇 〇 ○ ○ 〇 令和２年３月(書面開催) 

菊川市 ○ ○ ○  ○ 令和２年３月(書面開催) 

伊豆の国市 ○ ○ ○ ○ ○ 令和２年３月(書面開催) 

牧之原市 ○ ○ ○ ○ ○ 令和２年３月 23 日 

函南町 ○ ○ ○ ○ ○ 令和２年４月(書面開催) 

清水町 ○ ○ ○  ○ 令和２年３月(書面開催) 

長泉町 ○ ○ ○  ○ 令和２年２月７日 

小山町 ○ ○ ○ ○ ○ 令和２年３月(書面開催) 

吉田町 ○ ○ ○ ○ ○ 令和２年３月(書面開催) 

川根本町 ○ ○ ○  ○ 令和２年３月(書面開催) 

森町 ○ ○ ○ ○ ○ 令和２年３月(書面開催) 

注）「○」は修正がある項目であることを示す（一部修正の場合を含む。）。 

資料３ 



2 

 

（「④：市町独自の状況に応じた修正」の内訳） 

市町名 内容 

静岡市 
性の多様性の観点から、被災時の性別等の違いによるニーズ等に配慮すべ 

き旨を記載。設置予定のボランティア活動拠点を計画に位置付け 

浜松市 

平成 30 年台風第 24 号による停電被害を踏まえ、大規模停電時における市

の体制移行の判断基準(市内で 18 万戸以上の停電が発生した場合を災害対

策連絡室体制への移行の一つの目安とする)等を記載 

沼津市 
自主防災組織からの提案に基づき、地区の防災活動の推進に資するため、

「港湾区地区防災計画」を資料編に位置付け 

熱海市 

内閣府が活火山対策特別措置法の規定により令和元年６月に熱海市を火山

災害警戒地域に指定したことに伴い、伊豆東部火山群の火山災害対策計画

を策定 

伊東市 
伊東大川の洪水浸水想定区域が見直されたことに伴い、区域内の要配慮者

利用施設に係る記載(資料編)を修正 

富士市 

第４次被害想定レベル２の津波に対し、第３波除堤の機能強化を図る田子

浦港津波対策事業を計画に位置付け。外部からの応援部隊等の受入に関し

て富士市業務継続計画・災害時受援計画を位置付けたことに伴う修正 

御殿場市 
一般社団法人静岡県助産師会との災害時応援協定締結に伴う公共的機関へ 

の追加、御殿場まちづくり㈱との協定締結に伴う修正(帰宅困難者対策) 

下田市 
例年水難事故が発生していることを踏まえ、海況によっては沿岸部に広報

等により注意を促す必要がある旨記載 

裾野市 浸水想定区域に位置する要配慮者利用施設一覧を資料編に位置付け 

伊豆市 
一時的・広域的避難地、自衛隊・警察等の救護活動拠点等として利用でき 

る防災公園の整備の検討、道の駅伊豆月ケ瀬の活用 

御前崎市 救護所機能の移転に伴う修正(「白羽公民館」→「しろわクリニック」) 

伊豆の国市 
救護所の設置場所の変更（伊豆保健医療センター駐車場→伊豆の国市立田 

京幼稚園） 

牧之原市 
市物資集積場所の変更(静波体育館→ハイナン農業協同組合西部営農経済 

センター、坂部みかん選果場及び勝間田集出荷場) 

函南町 

令和元年東日本台風をの教訓を踏まえ、被災者ニーズに応じた被災者説明

会、相談会等を実施し、被災者の負担・不安を軽減することで迅速・円滑

な復旧・復興を図る旨記載 

小山町 清掃及び災害廃棄物の処理対象に雪を追加 

吉田町 
障害物除去に関し、町が「災害時における応急対策業務に関する協定書」 

に基づき、吉田町災害復旧支援会に支援を要請する旨記載 
森町 森町応急仮設住宅整備計画を地域防災計画に位置付け 

 
 


